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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第８期
第１四半期
累計期間

第９期
第１四半期
累計期間

第８期

会計期間
自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日

自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日

自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日

売上高 (千円) 856,469 987,730 4,256,153

経常利益 (千円) 418,450 137,449 1,585,828

四半期(当期)純利益 (千円) 234,736 82,094 983,830

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 219,930 221,901 221,901

発行済株式総数 (株) 6,900,000 27,748,800 13,874,400

純資産額 (千円) 1,897,211 2,741,240 2,657,081

総資産額 (千円) 2,236,960 3,069,940 3,383,196

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 8.50 2.96 35.58

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 8.31 2.90 34.93

１株当たり配当額 (円) － － －

自己資本比率 (％) 84.3 88.6 78.0
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．平成25年７月１日付けで普通株式１株に付き２株、平成26年１月１日付けで普通株式１株に付き２株の株式

分割を行いましたが、第８期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益

金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

 
 
 
２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

当社が事業を展開するインターネット業界は、スマートデバイスの普及拡大を背景に、引き続きインターネット

利用が増加傾向にあります。

求人広告市場におきましては、平成25年１～３月の求人メディア全体（有料求人情報誌、フリーペーパー、折込

求人紙、求人サイト）の求人広告件数が月平均約69万２千件であったのに対し、平成26年１～３月には月平均約96

万２千件（前年同期比39.1％増）へ増加しております（全国求人情報協会「求人広告掲載件数等集計結果」）。

不動産関連市場につきましては、平成26年１～３月の新設住宅着工戸数が月平均約７万２千戸と前年同期比

3.4％増加し、底堅く推移しております（国土交通省公表値）。

当社は、このような事業環境のもと、当社の持つサービス開発力を活かし、主に成功報酬型ビジネスモデルに

て、求人情報メディア、不動産情報メディア等を事業展開しております。当第１四半期累計期間においては、Web

マーケティングの強化、サイト機能の拡充、カスタマーサポートの強化等に取り組んでまいりました。この結果、

当第１四半期累計期間における売上高は、前年同期比15.3％増の987,730千円となりました。

費用面では、サイト集客力やサービス認知度の向上を目的としたプロモーション活動の実施による広告宣伝費の

増加や、従業員数の増加に伴う人件費等の増加により、経常利益は前年同期比67.2％減の137,449千円、四半期純

利益は前年同期比65.0％減の82,094千円となりました。

各事業の業績は、次のとおりであります。
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a. 求人情報メディア事業

求人情報メディア事業においては、成功報酬型ビジネスモデルを活用したアルバイト求人サイト「ジョブセン

ス」、正社員求人サイト「ジョブセンスリンク」、派遣求人サイト「ジョブセンス派遣」の３サイトに加え、当

第１四半期累計期間よりクチコミサイト「転職会議」を分類しております。以下の前年同期比較については、前

年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

当第１四半期累計期間は、前事業年度後半よりアルバイトを中心とした労働需給の逼迫が続く中、主に「ジョ

ブセンス」「ジョブセンスリンク」において、積極的なプロモーション活動による集客力向上や、顧客サポート

の強化及びサイト機能の拡充等による応募率・採用率の向上に取り組んでまいりました。また、「転職会議」で

は、継続的なサイト改善が奏効し、平成26年3月に会員登録者数が100万人を突破いたしました。

この結果、売上高は前年同期比11.9％増の843,483千円となったものの、プロモーション活動及び人員増に係る

費用増加を吸収できず、セグメント利益は前年同期比26.1％減の340,983千円となりました。

各サイトの売上高は、次のとおりであります。

 

・ジョブセンス ： 475,179 千円（前年同期比 13.9％増）

・ジョブセンスリンク ： 260,746 千円（前年同期比 23.8％増）

・ジョブセンス派遣 ： 51,182 千円（前年同期比  6.0％減）

・転職会議 ： 56,374 千円（前年同期比 119.5％増）
 

 

b. 不動産情報メディア事業

不動産情報メディア事業においては、成功報酬型ビジネスモデルを活用した賃貸情報サイト「door賃貸」を分

類しております。

当第１四半期累計期間においては、掲載物件数増加に向けた新規サービス導入企業の獲得、Webマーケティング

の強化等に注力したものの、フィーチャーフォン向けサイトの閉鎖や、今後の事業規模拡大を見据えた内部管理

システム開発による工数調整の影響もあり、売上高は前年同期比6.5％減の125,043千円となりました。セグメン

ト利益は、Webプロモーションの実施やサービス運営体制強化に伴う人員増があり、前年同期比72.2％減の32,043

千円となりました。

 

c. その他事業

その他事業においては、テスト運用中のサービスを含む複数の新規事業及び検索エンジン対策を中心としたWeb

マーケティングに関する助言業務による収入等を分類しております。

新規事業につきましては、平成26年2月に株式会社ユニラボと業務提携しビジネス比較・発注サイト「imitsu

（アイミツ）」の運営を開始したほか、中長期的な企業価値向上に向けて新たなサービスの開発に取り組んでお

ります。

この結果、売上高は前年同期比30.3％増の19,204千円、セグメント利益は前年同期比71.1％増の3,240千円とな

りました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期会計期間末における総資産は3,069,940千円となり、前事業年度末に比べ313,256千円減少いたしま

した。これは主に、現金及び預金の減少335,044千円、売掛金の増加6,481千円、有形固定資産の増加7,146千円に

よるものであります。

負債合計は、前事業年度末に比べ397,416千円減少し、328,699千円となりました。これは主に、未払法人税等の

減少345,669千円によるものであります。

純資産は前事業年度末に比べ84,159千円増加し、2,741,240千円となりました。これは主に、利益剰余金の増加

82,094千円によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。　

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 96,000,000

計 96,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年５月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,748,800 27,748,800
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、株
主としての権利内容に何ら
限定のない当社における標
準となる株式であります。
また、１単元の株式数は、
100株となっております。

計 27,748,800 27,748,800 ― ―
 

（注）　提出日現在発行数には、平成26年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成26年２月14日

新株予約権の数（個） 3,050（注）１

新株予約権のうち自己株式予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 305,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,962（注）２

新株予約権の行使期間 平成27年４月１日から平成34年３月13日

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　1,962

　資本組入額　　 981

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議に

よる承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注）４
 

（注）１．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株

とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以

下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、

本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（または併合）の比率
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また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換、株式移転または資本金の額の減少を

行う場合その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合（以上を総称して以下、「合併等

を行う場合」という。）、当社は、合理的な範囲内で、付与株式数を調整するものとする。

２．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割（または併合）の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株

式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自

己株式の移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上

げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株あたり払込金額

新規発行前の１株あたり時価

既発行株式数＋新株発行株式数
 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株あたりの払込金額」を「１株あたりの処分金額」

と読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併等を行う場合には、当社は、合理的な

範囲内で行使価額の調整を行うことができるものとする。

３．新株予約権の行使の条件

(１)新株予約権者は、平成26年12月期から平成30年12月期までのいずれかの期の営業利益（当社の有価証券報

告書に記載される損益計算書〔連結損益計算書を作成している場合は連結損益計算書〕における営業利益

をいい、以下同様とする。）が下記（a）または（b）に掲げる各金額を超過した場合、各新株予約権者に

割り当てられた新株予約権のうち、それぞれ定められた割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数

を当該営業利益の水準を最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌月１日から権利行使期間の末日

までに行使することができる。なお、行使可能な新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これ

を切り捨てた数とする。

（a）営業利益が120億円を超過した場合  行使可能割合：70％

（b）営業利益が150億円を超過した場合  行使可能割合：100％

(２)上記（１）における営業利益の判定において、国際財務報告基準の適用等により参照すべき営業利益の概

念に重要な変更があった場合には、当社は合理的な範囲内において、別途参照すべき適正な指標および新

株予約権の行使の条件として達成すべき数値を取締役会にて定めるものとする。

(３)新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（会社計算規則第74条第

３項第４号イ所定の「関係会社」をいう）の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、

当社取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(４)新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(５)本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(６)各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

(７)その他の権利行使の条件は、当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締

結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(１)交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(２)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(３)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記１．に準じて決定する。

(４)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

上記２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記４．(３)に従って決定される

当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(５)新株予約権を行使することができる期間

新株予約権の行使期間に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から

新株予約権の行使期間に定める行使期間の末日までとする。
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(６)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

下記①及び②に準じて決定する。

①本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り上げるものとする。

②本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(７)譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(８)その他新株予約権の行使の条件

上記３．に準じて決定する。

(９)新株予約権の取得事由及び条件

下記①及び②に準じて決定する。

①当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主

総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める

日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

②新株予約権者が権利行使をする前に、上記３.に定める規定により本新株予約権の行使ができなくなった

場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

(10)その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年１月１日（注） 13,874,400 27,748,800 ― 221,901 ― 206,901
 

(注) 平成25年12月31日の株主名簿に記録された株主に対し、所有株式数を１株につき２株の割合をもって分割いた

しました。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

 

① 【発行済株式】

   平成26年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式         100 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  13,869,200 138,692 ―

単元未満株式 普通株式       5,100 ― ―

発行済株式総数 13,874,400 ― ―

総株主の議決権 ― 138,692 ―
 

（注）１．当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成25年12月31日)に基づく株主名簿による記載をして

おります。

２．平成26年１月１日付で１株を２株にする株式分割を行いましたが、当該株式分割の影響は考慮しておりま

せん。

 

② 【自己株式等】

   平成26年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社リブセンス
東京都品川区上大崎
２丁目25番２号

100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00
 

（注）１．当第１四半期会計期間末日現在の「自己株式等」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成25年12月31日)に基づく株主名簿による記載をして

おります。

２．平成26年１月１日付で１株を２株にする株式分割を行いましたが、当該株式分割の影響は考慮しておりま

せん。

３．当第１四半期会計期間において、株主からの買取請求に基づき自己株式を40株取得しております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成26年１月１日から平成26年

３月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成26年１月１日から平成26年３月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,541,453 2,206,409

  売掛金 437,560 444,042

  その他 59,825 30,319

  貸倒引当金 △3,237 △3,285

  流動資産合計 3,035,601 2,677,485

 固定資産   

  有形固定資産 116,787 123,933

  無形固定資産 32,504 34,748

  投資その他の資産   

   その他 204,011 240,835

   貸倒引当金 △5,708 △7,062

   投資その他の資産合計 198,303 233,772

  固定資産合計 347,595 392,454

 資産合計 3,383,196 3,069,940

負債の部   

 流動負債   

  未払金 201,225 197,605

  未払法人税等 385,611 39,942

  賞与引当金 3,533 9,310

  その他 135,745 81,841

  流動負債合計 726,115 328,699

 負債合計 726,115 328,699

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 221,901 221,901

  資本剰余金 206,901 206,901

  利益剰余金 2,210,478 2,292,572

  自己株式 △760 △856

  株主資本合計 2,638,521 2,720,519

 新株予約権 18,559 20,721

 純資産合計 2,657,081 2,741,240

負債純資産合計 3,383,196 3,069,940
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(2) 【四半期損益計算書】

　【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 856,469 987,730

売上原価 71,642 74,131

売上総利益 784,827 913,598

販売費及び一般管理費 367,136 776,440

営業利益 417,690 137,158

営業外収益   

 受取利息 151 236

 違約金収入 608 －

 その他 － 54

 営業外収益合計 759 290

経常利益 418,450 137,449

特別損失   

 減損損失 908 －

 本社移転費用 2,891 －

 特別損失合計 3,800 －

税引前四半期純利益 414,650 137,449

法人税、住民税及び事業税 165,699 36,977

法人税等調整額 14,213 18,377

法人税等合計 179,913 55,355

四半期純利益 234,736 82,094
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【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

減価償却費 6,486千円     10,426千円
 

 

(株主資本等関係)

　前第１四半期累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年３月31日)

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

　当第１四半期累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期損益
計算書計上
額

（注）３ 
求人情報
メディア
事業

不動産情報
メディア
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 707,962 133,766 841,729 14,739 856,469 ― 856,469

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 707,962 133,766 841,729 14,739 856,469 ― 856,469

セグメント利益 461,346 115,280 576,626 1,894 578,520 △160,829 417,690
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、Webマーケティングに関する助言

業務等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。

３．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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当第１四半期累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期損益
計算書計上
額

（注）３ 
求人情報
メディア
事業

不動産情報
メディア
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 843,483 125,043 968,526 19,204 987,730 ― 987,730

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 843,483 125,043 968,526 19,204 987,730 ― 987,730

セグメント利益 340,983 32,043 373,026 3,240 376,267 △239,108 137,158
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、Webマーケティングに関する助言

業務等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。

３．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

当第１四半期会計期間より、セグメント別の損益をより明確に管理するために、組織変更を行っております。こ

の組織変更に伴い、従来「その他」の区分に含まれていた一部のサイトについて、「求人情報メディア事業」に含

めて計上するよう変更しております。また、従来「全社費用」の区分に含まれていた一部の一般管理費について、

各報告セグメントに含めて計上するよう変更しております。

なお、前第１四半期累計期間のセグメント情報については、変更後の利益又は損失の算定方法により作成したも

のを記載しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 8円50銭  2円96銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 234,736 82,094

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 234,736 82,094

普通株式の期中平均株式数(株) 27,600,000 27,748,493

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 8円31銭  2円90銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 645,440 519,817

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前事業年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

（注）当社は、平成25年７月１日付で普通株式１株に付き普通株式２株、平成26年１月１日付で普通株式１株に付き

普通株式２株の割合で株式分割を行なっております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して

１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年５月12日

株式会社リブセンス

取締役会 御中
 

 

有限責任監査法人 トーマツ  
 

 

指定有限責任社員業
務執行社員

 公認会計士   瀬　　戸　　卓　　　   ㊞
 

 

指定有限責任社員業
務執行社員

 公認会計士   水   野   雅   史   ㊞
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リブセ

ンスの平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第９期事業年度の第１四半期会計期間(平成26年１月１日から平成

26年３月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成26年１月１日から平成26年３月31日まで)に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社リブセンスの平成26年３月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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